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第１ 特定事業の選定に関する事項

１ 事業内容に関する事項

(1) 事業名称

島根あさひ社会復帰促進センター整備・運営事業（以下「本事業」という ）。

(2) 事業に供される公共施設等の種類等

名称：島根あさひ社会復帰促進センター（以下「本施設」という ）。

（犯罪傾向の進んでいない男子受刑者2,000名を収容する刑務所）

種類：刑務所（本施設外における刑務作業又は職業訓練のために整備が必要となる施

設，設備等を含む ）及び国家公務員宿舎並びにこれらに附帯する工作物。

(3) 公共施設の管理者の名称

法務大臣 南 野 知惠子

(4) 事業の背景・目的

我が国の刑務所では，受刑者を一定の場所に拘禁して社会から隔離し，その自由をは

く奪するとともに，その改善更生及び円滑な社会復帰を図るという基本的理念の下，受

刑者に対する処遇を行っている。

ところが，最近の犯罪情勢の悪化等に伴い，刑務所や拘置所などの行刑施設には多く

の被収容者が収容され，平成４年度には４万人台であった被収容者数は，現在では，７

万７千人を超えるなど著しく増加し，ほとんどの施設では，収容人員が収容定員を上回

る過剰収容状態となっている。この傾向は，刑務所において特に顕著となっており，本

年３月末現在の収容率は112％を超え，受刑者に対する適正な刑の執行と改善更生のた

めの処遇が極めて困難な状態となっている。

このため，この著しい過剰収容状態とそれに伴う処遇環境の悪化等を速やかに緩和，

解消し，適正な収容状態を確保することは喫緊の課題となっており，法務省では，山口

県美祢市において我が国初のＰＦＩ手法による刑務所の整備・運営事業を実施するほか，

既存の刑務所等においても収容能力増強のための増改築工事を行っているところである。

しかしながら，最近の犯罪情勢等をかんがみると，収容人員の増加傾向は今後も継続す

るものと予想され，依然として厳しい過剰収容状態が続くと考えられることから，その

対策の一つとしてＰＦＩ手法による刑務所を新たに１庁整備することとしたものである。

この刑務所を整備するに当たっては，山口県美祢市の刑務所ＰＦＩ事業と同様，官民

協働による運営を実現させ，施設運営の透明性の向上を図るとともに 「国民に理解さ，

れ，支えられる刑務所」という基本理念の下，刑務所の運営に地域の人材や資源を積極

的に活用するとともに，受刑者のしょく罪としても意義のある社会奉仕活動を地域で実

施したり，刑務所内に設置した診療所を地域住民に開放するなど，地域との共生による

運営を目指すものとする。

また，本事業の実施に当たっては，構造改革特区制度を活用することとしており，施

設の設計・建設のみならず，施設の警備や受刑者の処遇の一部を含めて幅広く民間に委
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託することが可能となり，これにより，官製市場の開放による雇用機会の増大が期待で

きるほか，刑務作業や職業訓練に地場産業を積極的に取り入れることにより，地域経済

の振興と発展に資することができるものと考える。なお，構造改革特区制度の活用のた

めに必要となる「構造改革特別区域計画の認定申請」等の必要な手続等については，島

根県及び旭町（本年10月に予定している市町村合併後は浜田市）に対して協力を要請

することとしている。

さらに，受刑者の処遇については，その自主性，自立性をかん養するため，共用スペ

ースなどでの自主性を尊重した生活を認める処遇形態を原則とすることとし，受刑者の

教育についても，それぞれの問題性に特化した矯正処遇プログラムを施すことにより，

その改善を図り，再犯防止を目指すとともに，刑務作業あるいは職業訓練の一環として，

地域の農林水産業の支援等を実施することにより，受刑者に必要な技術を習得させると

ともに，四季を感じ自然に親しむ心をかん養し，加えて，受刑者の出所後の就労を支援

するための取組みを実施することにより，円滑な社会復帰を促すものとする。

なお，人工透析を受ける必要がある者，身体の不自由な者（高齢者を含む ，精神的）

なケアが必要な者等，日常生活や作業などにおいて特別な配慮を要する受刑者について

も，一部に受け入れ，これらの者に対して効果的な処遇や治療を行うこととする。

(5) 事業方式

本事業は，選定事業者（以下単に「事業者」という ）が，民間資金等の活用による。

公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号。以下「ＰＦＩ法」と

いう ）に基づき，自らの資金で刑務所及び国家公務員宿舎の設計，建設，維持管理及。

び一部の運営業務を行い，事業期間終了後，事業者が本施設を国に無償で譲渡するＢＯ

Ｔ（Build,Operate,Transfer）方式により実施する。

(6) 事業の範囲

本事業は，ＰＦＩ法に基づき，事業者が本施設の設計，建設を行うとともに，設備，

什器・備品等を調達，保有し，事業期間終了時まで本施設の維持管理及び一部の運営業

務を行うことを事業内容とし，本施設の所有権は設備，什器・備品等と併せて事業者が

保有し，事業期間終了後，国に無償で譲渡することにより所有権を移転するものとする。

対象となる事業範囲は以下のとおりであるが，運営業務のうち，名籍事務支援業務

（写真撮影 ，領置事務支援業務（領置物保管 ，施設警備業務（構内外巡回警備，中央） ）

監視システム ，収容監視業務，その他警備支援業務（信書検査支援，保安検査，護送）

支援，運動・入浴監視 ，技術指導業務（作業技術指導，安全衛生管理等指導 ，職業訓） ）

練業務，健康診断及び分類調査事務支援業務を実施するに当たり，事業者は，構造改革

特別区域法（平成14年法律第189号）第11条第２項に定める登録を行う必要がある。

なお，詳細については，追って公表する「施設整備・維持管理業務要求水準書」及び

「運営業務要求水準書 （以下これらを「要求水準書」という ）を参照すること。」 。

本施設外における刑務作業又は職業訓練のために整ア 施設整備・施設維持管理業務（

備が必要となる施設，設備等を含む ）。
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(ｱ) 設計業務

(ｲ) 建設業務

(ｳ) 工事監理業務

(ｴ) 設計業務及び建設業務に伴う各種調査，申請等の業務

(ｵ) 建築物保守管理業務

(ｶ) 建築設備運転監視業務

(ｷ) 修繕業務（大規模修繕業務を含む ）。

イ 施設運営業務

＜総務＞

(ｱ) 庶務事務支援業務（文書の発受・管理，参観・広報支援，電話交換，宿日直，国

有財産・物品管理事務支援，人事事務支援）

(ｲ) 名籍事務支援業務（写真撮影，身分帳簿管理，その他名籍事務支援）

(ｳ) 各種統計作成支援業務

(ｴ) 経理事務支援業務（会計事務支援，共済事務支援，作業賞与金管理支援）

(ｵ) 領置事務支援業務（領置物保管，領置金管理支援，購入物品管理支援）

(ｶ) 情報システム管理業務

(ｷ) 運転業務

(ｸ) 備品・消耗品管理業務

＜収容関連サービス＞

(ｹ) 給食業務（献立の作成・確認，食事の給与，材料管理，衛生管理，非常時対応）

(ｺ) 衣類，寝具の提供業務（衣類，寝具の提供，洗濯）

(ｻ) 清掃業務（廃棄物処理を含む ）。

(ｼ) その他収容関連サービス業務（購買，理容・美容，職員食堂の運営，食器・雑具

・日常必需品の給貸与）

＜警備＞

(ｽ) 施設警備業務（庁舎警備，構内外巡回警備，中央監視システム）

(ｾ) 収容監視業務

(ｿ) その他警備支援業務（信書検査支援，保安検査，護送支援，保安事務支援，運動

・入浴監視，各種訓練）

＜作業＞

(ﾀ) 作業企画支援業務

(ﾁ) 技術指導業務（作業技術指導，安全衛生管理等指導）

(ﾂ) 職業訓練業務

(ﾃ) その他作業事務支援業務

＜教育＞

(ﾄ) 教育企画業務（視聴覚教育実施，通信教育実施，処遇プログラムの企画・実施

等）

(ﾅ) 図書管理業務
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(ﾆ) その他教育支援業務（宗教教誨師・篤志面接委員との連絡調整，各種レクリエー

ション実施）

＜医療＞

(ﾇ) 健康診断

(ﾈ) その他医療関係業務（外部病院との連絡調整，レセプト審査，常備薬の管理，医

療設備の維持管理，医療関係事務）

＜分類事務支援＞

(ﾉ) 分類調査事務支援業務

(ﾊ) 保護関係事務支援業務

作業については，受刑者に社会復帰に有効な技術を習得させ，四季を感じ自然に親し

む心をかん養するため，地域住民や関係団体の協力を得て，次のとおり，人が自然に働

きかける農林水産業を刑務作業あるいは職業訓練として実施することとする。本事業予

定地の周辺地域は豊かな自然に恵まれており，農林水産業が地場産業として根付いてい

ることから，地域経済の活性化にも資するものと考える。これらの作業については，本

施設内のみならず，開放的な処遇に適した受刑者に対しては施設外においても実施する

こととしており，このため，作業場所への受刑者の護送や，作業中の受刑者の監視，受

刑者のための宿泊施設の整備などについても，本事業の対象とする。

ア 本施設内で実施するもの

(ｱ) 園芸作業（バラ水耕栽培，椎茸栽培など）

(ｲ) 製作作業（学習用机の補修，木工製品の製作，製材作業など）

イ 本施設外で実施するもの

(ｱ) 農業（梨園やバラ園等の農業支援，ぶどう栽培など）

(ｲ) 森林管理

(ｳ) 水産業（栽培漁業，湾内作業など）

また，本事業については，地域との共生による運営を目指すこととし，刑務作業や職

業訓練についても，地域の地場産業を積極的に活用することが望ましい。このため，刑

務作業や職業訓練を実施するに当たっての地場産業の活用や地域との連携方策について，

民間のノウハウを活用すべく，入札公告に先立ち広く提案を求め，優れた提案について

は本事業の入札条件として採用することとする。提案の募集方法等の詳細については，

追って公表する。

医療については，構造改革特区制度を活用し，本施設内に設置する診療所の管理を島

根県に委託するとともに，受刑者の診療に支障のない範囲内で，島根県が本施設の診療

設備を利用して，地域住民に対し診療を行うことを可能とする。本事業では，診療所及

び診療機器等の整備をその対象とする。

事業者は，本事業の用途又は目的を妨げない限度において，本事業計画地の利用可能

な土地を活用し，収益施設等の附帯的施設を併設するなど本事業以外の他の事業（以下

「附帯的事業」という ）の提案を行うことができる。ただし，事業者が附帯的事業を。
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行う場合には，本事業の実施に支障を及ぼすことがないよう提案する必要がある。また，

地域との共生の観点から，職員及びその家族も含む地域住民の利便性の向上に寄与する

提案が望ましい。

なお，国は，事業者が附帯的事業を行うために必要があれば，有償で土地を使用させ

る。

(7) 収容対象

本事業において収容対象となる受刑者は，犯罪傾向が進んでいない者とするが，その

うちの一部については，次の者を収容することを予定している。

ア 人工透析を受ける必要がある者（30名程度）

イ 身体障害を有する者で，養護的処遇を要する者（高齢者を含む （100名程度））

ウ 精神疾患・知的障害を有する者で，社会適応のための訓練を要する者（90名程

度）

(8) 事業期間

事業契約締結の日の属する年度から平成38年３月まで (約20年間)。

(9) 事業スケジュール

基本協定書の締結 平成18年４月

事業契約の締結 平成18年６月

設計・建設期間 事業契約締結後～平成20年３月

施設の使用開始 平成20年４月

（受刑者は段階的に収容する

ことを予定している ）。

維持管理・運営期間 平成20年４月～平成38年３月

事業終了 平成38年３月

(10)事業者の収入

国は，事業者が実施する本事業に要する費用のうち，施設の設計，建設業務に係る費

用については，事業契約に基づきあらかじめ定める額を維持管理・運営期間にわたり平

準化して事業者に支払う。

また，国は，事業者が実施する本事業に要する費用のうち，施設の維持管理，運営に

係る費用については，事業契約に基づき物価変動等を勘案して定める額を，維持管理・

運営期間にわたり事業者に支払う。

事業者は，購買業務，職員食堂運営業務の実施により得られる収入を自らの収入とす

ることができる。

(11)事業期間終了時

事業者は，当該事業期間中の施設維持管理業務を適切に行うことにより，事業終了時
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においても，当該施設を要求水準書に示す良好な状態に保持していなければならない。

(12)事業に必要と想定される根拠法令等

本事業の実施に当たって遵守すべき主な法令は次のとおりである。

刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律

構造改革特別区域法

警備業法

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律

医療法

健康増進法

国家公務員宿舎法

建築基準法

都市計画法

消防法

住宅の品質確保の促進等に関する法律

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

下水道法

水道法

水質汚濁防止法

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

大気汚染防止法

騒音規制法

振動規制法

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

その他関係法令，条例

(13)実施方針の変更

実施方針の公表後の民間事業者からの意見等を踏まえ，実施方針の内容を見直し，変

更を行うことがある。変更の内容は，第２の３(8)の入札説明書等に反映する。実施方

針の変更を行った場合には，法務省ホームページへの掲載その他適宜の方法により公表

する。

２ 特定事業の選定方法等に関する事項

(1) 基本的考え方

本事業をＰＦＩ手法により実施することにより，サービスが同一の水準にある場合に

おいて，従来の手法により実施した場合と比較して，事業期間全体を通じた国の財政負

担の縮減が期待できる場合，又は財政負担が同一の水準である場合において，サービス

の水準の向上を期待できる場合には，ＰＦＩ法第６条に基づく特定事業として選定する。
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(2) 選定の手順

国の財政負担見込額の算定に当たっては，事業者からの税収等の適切な調整を行い，

将来の費用と見込まれる財政負担の総額を算出の上，これを現在価値に換算することに

より評価を行う。国が提供を受けるサービスの水準については，できる限り定量的な評

価を行うこととするが，定量化が困難な場合には客観性を確保した上で定性的な評価を

行う。

(3) 選定結果の公表

特定事業として選定した場合は，その判断の結果を，評価の内容と併せて，法務省ホ

ームページへの掲載その他適宜の方法により速やかに公表する。また，事業の実施可能

性等についての客観的な評価の結果等に基づき，特定事業の選定を行わないこととした

場合も，同様に公表する。

第２ 民間事業者の募集及び選定に関する事項

１ 民間事業者の募集及び選定方法

本事業では，施設整備，維持管理，運営段階の各業務において，事業者による効率的

・効果的なサービスの提供を求めることから，事業者の選定に当たっては，民間のノウ

ハウ，創意工夫を総合的に評価して選定することが必要である。

したがって，事業者の選定方法は，サービスの対価の額に加え，施設整備に関する能

力，維持管理に関する能力，運営に関する能力等を総合的に評価する必要があることか

ら，総合評価落札方式（会計法（昭和22年法律第35号）第29条の６，予算決算及び会計

令（昭和22年勅令第165号）第91条第２項）により実施する。

２ 選定の手順及びスケジュール

民間事業者の募集及び選定スケジュール（予定）は，次のとおりとする。

平成17年10月 入札説明書の公表

平成17年10月 資格審査書類の受付

平成17年11月 資格審査結果の公表

平成18年２月 入札及び提案書類の受付

平成18年４月 落札者の決定，公表

３ 選定手続等

(1) 実施方針の公表

実施方針（参考資料を含む。以下同じ ）を公表し，閲覧に供する。。

＜実施方針の閲覧＞

ア 閲覧期間
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平成17年７月８日（金）から７月22日（金）まで

ただし，行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条に規定する行

政機関の休日（以下「休日」という ）を除く。。

イ 閲覧時間

午前10時から午後５時まで

ウ 閲覧場所

法務省矯正局総務課調査係

東京都千代田区霞が関一丁目１番１号

なお，実施方針は，インターネットでも閲覧できる。

http://www.moj.go.jp/

(2) 実施方針の説明会

実施方針に関する説明会を次のとおり開催し，事業の内容，事業者の募集及び選定に

関する事項等について国の考え方を提示する。

なお，参加を希望する者は，事前に申し込むこととする。

＜実施方針に関する説明会＞

ア 開催日時

平成17年７月８日（金）午後１時30分から午後３時30分まで

イ 開催場所

島根県立大学コンベンションホール

住所：〒697‐0016 島根県浜田市野原町2433番地２号

電話：0855‐24‐2200（代表）

ウ 申込方法

参加申込書（様式１）により，ＦＡＸ又は電子メールにて７月５日（火）までに次

の係あて提出のこと（※ 電子メールの場合はMicrosoft Wordにより作成したファイ

ル添付のこと 。）

法務省矯正局総務課調査係

電話：03-3580-4111 内線5841

FAX：03-3592-7464

電子メールアドレス：prison-pfi@moj.go.jp

エ 注意事項

説明会当日は，実施方針を配布しない。

参加人数は，１事業者５名までとする。

(3) 実施方針に関する質問受付

実施方針等に記載された内容に関する質問を次のとおり受け付ける。

＜実施方針に関する質問の受付＞

ア 受付期間

平成17年７月８日（金）から７月22日（金）午後５時までに必着のこと。
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イ 提出方法

質問の内容を簡潔にまとめて質問書（様式２）に記載し，電子メ－ルにて

Microsoft Excelにより作成されたファイル添付により，次の係あて提出のこと。着

信については，質問者において確認のこと。

なお，添付ファイルも含めた電子メールの情報量が500キロバイト以上のものは受

け付けない。

法務省矯正局総務課調査係

電子メールアドレス：prison-pfi@moj.go.jp

(4) 実施方針に関する質問回答

上記(3)により受け付けた質問及びこれに対する回答は，平成17年８月31日（金）に

公表することを予定しており，公表後は次のとおり閲覧に供する。

なお，質問の内容が，質問者の特殊な技術，ノウハウ等に係わるもので公表すること

により，質問者の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのある質問につ

いては，公表しない場合がある。

＜質問回答の閲覧＞

ア 閲覧期間

実施方針等に関する質問回答公表後，14日間（休日を除く ）とする。。

イ 閲覧時間

午前10時から午後５時まで

ウ 閲覧場所

法務省矯正局総務課調査係

東京都千代田区霞が関一丁目１番１号

なお，実施方針に関する質問回答は，インターネットでも閲覧できる。

http://www.moj.go.jp/

(5) 実施方針に対する意見の受付

実施方針に対する意見を次のとおり受け付ける。

＜実施方針に関する意見の受付＞

ア 受付期間

平成17年７月８日（金）から７月22日（金）午後５時までに必着のこと。

イ 提出方法

実施方針等について意見がある場合は，その内容を意見書（様式３）に記載し，電

子メ－ルにてMicrosoft Excelにより作成されたファイル添付により，次の係あて提

出のこと。着信については，質問者において確認のこと。

なお，添付ファイルも含めた電子メールの情報量が500キロバイト以上のものは受

け付けない。

法務省矯正局総務課調査係

電子メールアドレス：prison-pfi@moj.go.jp
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ウ 意見の取扱い

提出のあった意見は公表する。

なお，意見の内容が，提出者の特殊な技術，ノウハウ等に係わるもので公表するこ

とにより，提出者の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのある意見

については，公表しない場合がある。

(6) 質問，意見に対するヒアリング

民間事業者から提出のあった質問，意見のうち，国が必要と判断したものについては，

当該事業者と直接ヒアリングを行うことを予定している。

(7) 特定事業の選定

国は，実施方針等に対する意見等を踏まえ，本事業がＰＦＩの手法により実施すべき

事業か否かを評価し，ＰＦＩの手法により実施することが適切であると判断した場合に

は，本事業を特定事業として選定し，その結果を法務省ホームページへの掲載その他適

宜の方法により公表する。また，特定事業の選定を行わなかった場合であっても同様に

公表する。

(8) 入札説明書等の公表

特定事業の選定を行った場合には，本事業の落札者を総合評価落札方式より選定する

こととし，その旨官報により公告し，公告内容及び入札説明書等を法務省ホームページ

への掲載その他適宜の方法により公表する。

(9) 質問受付

入札説明書等に記載の内容についての質問を受け付ける。質問受付の方法等は，入札

説明書に明示する。

(10)資格審査書類の受付

応募者には，入札説明書等に定める参加表明書及び資格審査に必要な資料の提出を求

める。資格審査書類の受付の方法等は，入札説明書に明示する。

(11)資格審査結果の通知

国は，上記(10)により提出された資料に基づき，資格審査を実施し，その合否を応募

者に通知する。

(12)質問回答の公表

国は，入札説明書等に記載した内容に関する質問及びこれに対する回答を公表する。

公表の方法は，法務省ホームページへの掲載その他適宜の方法による。

なお，質問の内容が，質問者の特殊な技術，ノウハウ等に係わるもので公表すること

により，質問者の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのある質問につ

いては，公表しない場合がある。
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(13)提案審査書類の受付

資格審査の合格者に対しては，入札説明書等に基づき，本事業に関する提案内容を記

載した書類（以下「提案審査書類」という ）及び入札価格の提出を求める。提案審査。

書類の受付の方法等は，入札説明書に明示する。

(14)ヒアリング

国は，提案審査書類について，必要に応じ，ヒアリングを行う。ヒアリングの方法等

は入札説明書に明示する。

(15)落札者の決定

国は，あらかじめ定めた客観的な審査基準に基づき，落札者を決定し，通知する。

(16)提案審査結果の通知及び公表

国は，審査結果及び入札結果について，法務省ホームページへの掲載その他適宜の方

法により公表する。

(17)基本協定の締結

国は，落札者と本事業の円滑な実施に必要な基本的事項を定めた基本協定を締結する。

(18)事業契約の締結

国は，基本協定の定めるところにより，落札者が商法（明治32年法律第48号）に定め

る株式会社として，本事業の実施を目的として設立した特別目的会社（以下「ＳＰＣ」

という ）と事業契約を締結する。事業契約締結後，国は事業契約を締結した旨を法務。

省ホームページへの掲載その他適宜の方法により公表する。

４ 応募者等の要件

(1) 応募者の構成等

ア 応募者は，複数の企業によって構成されるグループ（以下「応募グループ」とい

う ）とし，代表企業を定め，当該代表企業が応募手続を行うこととする。応募者は，。

応募グループを構成する企業（以下「構成員」という ）が本事業の遂行上果たす役。

割等を明らかにする。なお，応募グループの構成員には，本事業において建設業務及

び警備業務を実施する企業に加えて，情報システム関連事業及び物品・サービス調達

事業の実績がある企業を含むこととする。

イ 応募者は，入札の結果，落札者に決定した場合は，すべての構成員の出資により，

ＳＰＣを，契約締結時までに設立するものとする。

ウ 応募グループの構成員による出資比率の合計は，全体の50%を超えるものとし，代

表企業の出資比率は，出資者中最大とする。なお，構成員以外の者がＳＰＣの出資者

となることは可能であるが，事業期間全体にわたって，当該出資者による出資比率は
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出資額全体の50％を超えてはならない。

エ すべての出資者は，原則として事業契約が終了するまでＳＰＣの株式を保有するも

のとし，国の事前の書面による承諾がある場合を除き，譲渡，担保権の設定その他の

一切の処分を行ってはならない。

オ 応募者は，応募に当たり，構成員以外に，ＳＰＣから直接業務を受託し，又は請負

。 。うことを予定している者（以下「協力会社」という ）を明らかにするものとする

カ 構成員及び協力会社は，他の応募グループの構成員及び協力会社となることはでき

ない。

キ 矯正施設の整備及び運営に携わる者としてふさわしくない者は，出資者及び協力会

社となることはできない。

ク 構成員及び協力会社の変更は認めない。ただし，構成員又は協力会社の倒産等やむ

を得ない事情が生じた場合は，国がその事情を検討のうえ，可否の決定をするものと

する。

(2) 応募者の要件

ア すべての構成員は，次の要件を満たす者であること。

(ｱ) 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であり，かつ同令第

72条に規定する資格を有する者であること。

(ｲ) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てをしていな

い者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てをし

ていない者であること。

(ｳ) 国が本事業について，アドバイザリー業務を委託した者又はこれらの者と資本面

若しくは人事面において関連がある者でないこと 「資本面において関連がある。

者」とは，当該企業の発行済株式総数の100分の50以上の株式を有し，又はその出

資の総額の100分の50以上の出資をしているものをいい 「人事面において関連があ，

る者」とは，当該企業の役員を兼ねている者をいう（(ｴ)において同じ 。。）

なお，本事業に係るアドバイザリー業務に関与した者は，次のとおりである。

・ＰｗＣアドバイザリー(株)

・八千代エンジニヤリング(株)

・アンダーソン・毛利・友常法律事務所

(ｴ) 第２の５(1)イの事業者選定委員会の委員が属する企業又はその企業と資本面若

しくは人事面において関連がある者でないこと。

(ｵ) 参加表明書及び競争参加資格確認資料の提出期限の日から開札までの期間に，法

務省から指名停止措置を受けていないこと。

イ 設計業務及び監理業務に携わる構成員及び協力会社(以下「設計企業」という。)は，

次の要件を満たす者であること。

(ｱ) 法務省の平成17，18年度における「建築関係建設コンサルタント業務」に係る一

般競争（指名競争）参加資格の認定を受けた者であること。

(ｲ) 建築士法 (昭和25年法律第202号)第23条に基づく一級建築士事務所の登録を行っ

ていること。
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(ｳ) 配置予定技術者の資格及び設計企業及び配置予定技術者の同種又は類似の業務の

実績等に関して別に示す要件を満たしていること。なお，その要件については，入

札説明書に明示する。

ウ 建設業務に携わる構成員及び協力会社(以下「建設企業」という。)は，次の要件を

満たす者であること。

(ｱ) 法務省の平成17，18年度における「建築一式工事，電気工事又は管工事」に係る

一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けた者であること。

(ｲ) 以下の各工事において客観的事項(共通事項)について算定した点数(総合評価

値)が次の点以上であること。

建築一式工事 1,300点以上

電気工事 1,100点以上

管工事 1,100点以上

(ｳ) 建設企業及び各工事の配置予定技術者について，本事業における建設工事と同種

又は類似の実績等があること。なお，具体的要件は，入札説明書に明示する。

また，各工事を複数の企業が共同して実施することは差し支えない。ただし，こ

の場合においては，共同して工事を実施するすべての建設企業が上記要件を満たす

ものとする。

エ 維持管理・運営業務に携わる構成員又は協力会社は，平成16・17・18年度一般競争

（指名競争）参加資格（12省庁共通）審査において，資格の種類が「役務の提供等 ，」

競争参加地域が「中国 ，等級は「A 「B」又は「C」に格付けされている者であるこ」 」，

と。なお，複数の企業が分担する場合には，いずれの企業においてもこの要件を満た

すこと。

５ 事業者選定に関する事項

(1) 基本的考え方

ア 応募者の審査及び選定に当たっては，透明性，客観性及び公平性の確保に努めるも

のとする。

イ 応募者の提案審査は，学識経験者及び法務省職員により構成される事業者選定委員

会において行う。事業者選定委員会の委員は，入札説明書に明示する。

ウ 事業者選定委員会は，あらかじめ設定し公表する「事業者選定基準」に従って，価

格のみならず，民間事業者からの提案内容について，施設整備，維持管理及び運営の

各業務に関し，応募者の創意工夫や独自性の観点を中心に評価を行い，審査結果を国

に報告する。

エ 国は，事業者選定委員会により提示された審査結果を基に，契約を締結する事業者

を決定する。
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(2) 事業者の選定

事業者の選定は，資格審査及び提案審査の２段階審査により行う。

国は，資格審査において提案審査書類の提出者を選定し，提案審査の結果を基に落札

者を最終決定するものとする。

各審査の主な視点は次のとおりとする。

資格審査 ・資格審査

・本事業に対する基本的な考え方

・事業者の実施体制

提案審査 ・本事業の各業務に関する具体的な提案内容（事業計画，施設整備，維

持管理，運営に係る事項）

・入札価格（国がＳＰＣに支払うサービス対価の金額）

(3) 選定結果の公表

審査及び選定の結果については，法務省ホームページへの掲載その他適宜の方法によ

り公表する。

(4) 落札者を決定しない場合

国は，事業者の募集，審査及び落札者の選定において，応募者がいない等の理由によ

り，本事業をＰＦＩ事業として実施することが適当でないと判断した場合には，特定事

業の選定を取り消すこととし，この旨を速やかに法務省ホームページへの掲載その他適

宜の方法により公表する。

６ 提案書類の取扱い

(1) 著作権

提出書類の著作権は，当該書類を提出した応募者に帰属する。ただし，本事業におい

て公表が必要と認めるときは，国は提案書の全部又は一部を無償で使用できるものとす

る。

なお，契約に至らなかった応募者の提案については，事業者選定後返却することとし，

国が事業者選定過程に関する事項の公表を行う以外には使用しない。

(2) 特許権等

提案内容に含まれる特許権，実用新案権，意匠権，商標権等の日本国の法令に基づい

て保護される第三者の権利の対象となっている工事材料，施工方法，維持管理方法等を

使用した結果生じた責任は，原則として提案を行った者が負うものとする。

第３ 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項

１ 予想される責任及びリスクの分類と官民間での分担
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(1) リスク分担の基本的考え方

本事業における責任分担の考え方は，適正にリスクを分担することにより，より低廉

で質の高いサービスの提供を目指すものであり，事業者が担当する業務に伴い発生する

リスクについては，原則として事業者が負うものとする。ただし，国が責任を負うべき

合理的な理由がある事項については，国が責任を負うものとする。

(2) 予想されるリスクと責任分担

国と事業者の責任分担は，原則として「リスク分担表」によるものとする。具体的内

容については，実施方針に対する意見等の結果を踏まえ，入札説明書に明示し，最終的

には事業契約書において定めることとする。

(3) リスクが顕在化した場合の費用負担の方法

国又は事業者のいずれかが責任を負うべきリスクが顕在化した場合に生じる費用は，

その責任を負う者が全額負担することとする。また，国及び事業者が分担して責任を負

うべきとしたリスクが顕在化した場合に生じる費用の負担方法については，入札説明書

に明示する。

２ 提供されるサービス水準

本事業において実施する業務のサービス水準については 「要求水準書」によること，

とする。

３ 選定事業者の責任の履行に関する事項

事業契約締結に際しては，契約の履行を確保するために，建設期間中における履行保

証保険による保証措置を講ずることを予定している。

４ 国による事業の実施状況の監視

(1) 目的

国は，事業者が定められた業務を確実に実施し，要求水準書に規定した要求水準を達

成しているか否かを確認するとともに，財務状況について把握するために，監視を行う。

(2) 監視方法

監視の具体的な方法については，入札説明書に明示し，最終的には事業契約書におい

て定めることとする。

(3) 監視時期

監視は，基本設計・実施設計時，施工時，工事完成時，維持管理・運営時及び事業期

間終了時の各段階で行う。なお，事業終了時の水準は，要求水準書による。

(4) 効果
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監視の結果，要求水準書に規定した要求水準が達成されていない場合には，国はサー

ビスに対する対価の減額等を行う。減額の考え方については，実施方針に対する意見等

の結果を踏まえ，入札説明書に明示し，最終的には事業契約書において定めることとす

る。

第４ 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項

１ 施設の概要

施設は周囲の景観と調和し，収容施設と感じさせないようなソフトな外観とする。

また，施設の構造については，効率的な運営が可能となるような動線を工夫する。

なお，詳細については 「要求水準書」を参照すること。，

２ 施設の立地条件

地名地番 島根県那賀郡旭町大字丸原

敷地面積 約35万㎡（見込み）

用途地域等 工業地域

建ぺい率 60％

容積率 200％

事業予定地の現在の敷地は，７つの区画から構成されており，境界には県道等がある

ほか，敷地内を分断する形で高速道路が走っている。施設整備に当たっては，基本的に

再度の造成を行うことなく，可能な限り現状のまま，有効な敷地利用を図るものとする。

３ 土地の取得等に関する事項

建設用地は，事業契約締結までに国が取得する予定である。

第５ 事業計画等又は協定の解釈に関する疑義が生じた場合の措置に関する事項

事業計画，基本協定又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合には，国と事業者

は，誠意を持って協議の上，その解決を図るものとする。協議の方法や解決の手順等に

ついては，事業契約書において定めるものとする。

また，基本協定，事業契約に係る紛争については，東京地方裁判所を第一審の専属管

轄裁判所とする。

第６ 事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項

１ 事業の継続が困難となる事由が発生した場合の措置

事業の継続が困難となる事由が発生した場合には，事業契約で定める事由ごとに，国

及び事業者の責任に応じて，必要な修復その他の措置を講じるものとする。
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２ 事業の継続が困難となった場合の措置

事業の継続が困難となった場合には，次の措置を採ることとする。

(1) 事業者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合

ア 事業者の提供するサービスが事業契約書に定める要求水準を達成していないことが

判明した場合には，国は，事業者に対して，改善勧告を行い，一定期間内に改善策の

提出・実施を求めることができるものとする。事業者が当該期間内に改善をすること

ができなかったときは，国は事業契約を解除することができる

イ 事業者が倒産し，又は事業者の財務状況が著しく悪化し，その結果，事業契約に基

づく事業の継続的履行が困難と合理的に考えられる場合，事業者が構造改革特別区域

法第11条第６項の規定により登録を取り消された場合，その他事業者が事業契約に違

反し，本事業の目的を達することができないと認める場合には，国は，事業契約を解

除することができる。

ウ 上記ア，イいずれの場合においても，国は，事業契約に基づき，事業者に対して違

約金又は損害賠償の請求等を行うことができる。

(2) 国の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合

ア 国の責めに帰すべき事由に基づく債務不履行により事業の継続が困難となった場合

は，事業者は，事業契約を解除することができる。

イ 上記アの場合において，事業者は事業契約に基づき，国に対して損害賠償の請求等

を行うことができる。

(3) いずれの責めにも帰さない事由により事業の継続が困難となった場合

ア 不可抗力その他国又は事業者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が

困難となった場合は，国と事業者は，事業継続の可否について協議を行う。

イ 一定の期間内に協議が整わない場合は，事前の書面による通知により，国及び事業

者は，事業契約を解除することができる。

ウ 上記イの場合おける国からの支払い等については，実施方針に対する意見等の結果

を踏まえ，入札説明書に明示し，最終的には事業契約書において定めることとする。

エ 不可抗力の定義については，入札説明書において明示する。

３ 金融機関 (融資団) と国との協議

事業の継続性をできるだけ確保する目的で，国は，事業者に対し資金供給を行う金融

機関等の融資機関 (融資団) と協議を行い，当該融資機関（融資団）と直接契約を締結

することがある。

第７ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項

１ 法制上及び税制上の措置に関する事項
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本事業は，地方税法施行令附則第７条第24項に掲げる要件に該当し，かつ，行刑施設

は地方税法施行令附則第７条25項各号に掲げるもの以外のものであることから，税制上

の措置として，地方税法附則第11条第25項に基づく不動産取得税の特例措置の適用対象

となり得るものである。

また，本事業は，地方税法施行令附則第11条69項に掲げる要件に該当し，かつ，行刑

施設は，地方税法施行令施行令附則第11条第70項各号に掲げるもの以外のものであるこ

とから，税制上の措置として，地方税法附則第15条第51項の規定に基づく固定資産税及

び都市計画税の特例措置の適用対象となり得るものである。

２ 財政上及び金融上の支援に関する事項

事業者が事業を実施するに当たり，財政上及び金融上の支援を受けることができる可

能性がある場合は，国は可能な範囲で必要な協力を行う。

第８ その他特定事業の実施に関し必要な事項

１ 選定手続への参加に伴う費用負担

参加表明書及び審査に必要な書類の作成及び提出に係る費用は，応募者の負担とす

る。

２ 本事業において使用する言語

本事業において使用する言語は，日本語とする。


